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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第66期

第１四半期
連結累計期間

第67期
第１四半期
連結累計期間

第66期

会計期間
自平成28年３月１日
至平成28年５月31日

自平成29年３月１日
至平成29年５月31日

自平成28年３月１日
至平成29年２月28日

売上高 （百万円） 9,800 8,898 43,686

経常損失（△） （百万円） △466 △528 △74

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純損失（△）
（百万円） △545 △553 △290

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） △537 △548 △279

純資産額 （百万円） 3,842 3,551 4,100

総資産額 （百万円） 26,154 24,212 24,401

１株当たり四半期（当期）純損

失金額（△）
（円） △2.68 △2.72 △1.42

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 14.5 14.5 16.6

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第66期第１四半期連結累計期間、第67期第１四半期連結累計期間及び第66期の潜在株式調整後１株当たり四

半期（当期）純利益金額については、１株当たり四半期（当期）純損失金額であり、また、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

 

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　　　当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前連結会計年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

(1）業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新興国経済の減速をはじめとした世界経済の動きが落ち着いて

きたことなど、企業業績は引き続き改善傾向にあり、景気は回復基調で推移しましたが、全体への波及には至らず、

個人消費は堅調であるものの力強さを欠きました。

住宅市場におきましては、前期から続いているマイナス金利政策の影響により低水準の住宅ローン金利が継続して

いることなどから、住宅着工戸数は堅調に推移しました。

このような事業環境のもと、当社は、親会社である株式会社ヤマダ電機グループ内のシナジーを一層発揮した販売

戦略をはじめ、以下の重点施策を先行的かつ積極的に推進しました。

①住宅展示場の建替及び新規オープン

当第１四半期では、３月に千葉県の市川展示場（建替）、４月に神奈川県の湘南平塚展示場及び新川崎展示場の

３展示場をオープンしました。なお、前期７月以降12月までに11展示場（岡崎中日、春日井、南浦和、ハウスクエ

ア、日進、柏の葉、瀬田、静岡、久御山、RNBタピス天山、大野城）の建替閉店を実施しました。受注から売上計

上までには一定期間が必要なため、これら全14展示場における受注については、今第３四半期以降の売上に寄与す

る見込みです。

②当社を象徴する小堀ブランドの再構築

平成29年３月、大阪・ヤマダ電機「LABI LIFE SELECT 千里」内に「小堀の住まいＬＡＢＩ千里館」をオープン

し、小堀ブランドの新たな情報発信基地として、ブランディングを強化しました。近隣の当社「千里展示場」との

連携により、新築からリフォームまで受注は好調に推移しており、今後「インテリアリフォームYAMADA」内にコー

ナーを新設するなど、今期中に３店舗の展開を予定しています。

③採用・教育の強化

建替や新規オープン展示場への営業人員の配置を中心に先行して採用活動を強化し、前期７月以降、新卒定期採

用を含め３月までに約60名を採用し、早期戦力化のため、支店長によるＯＪＴや営業研修などの教育強化により人

材を育成しました。既に新卒社員で契約を獲得した社員も出るなど新規採用の成果は出始めており、今第３四半期

以降の売上げに貢献します。

④購買管理体制の強化

収益体制改善のため、原材料の仕入管理及び購買管理を含めた原価管理体制の再編を推進しました。当第１四半

期においては、集中購買、施工改善による工期短縮などを実施し、その改善効果は第２四半期以降、原価低減に寄

与します。更なる強化を図り、コストダウン２％を目指します。

⑤オーナー様訪問の強化

ＣＳ向上、土地情報の収集及び紹介受注の増加などを狙い、前期２月より定量的かつ積極的なオーナー様訪問活

動を実施した結果、当第１四半期においては、オーナー様からのリフォーム、メンテナンス、紹介案件などの受注

も貢献し、前年比126％で推移しました。前期（平成28年３～５月）における前々期（平成27年３～５月）比101％

に対しても大幅に改善しています。

 

以上の取り組みの結果、当第１四半期の受注高は前年比132％と大きく伸長しているものの、前第２四半期以降に

おいて57展示場中11展示場（全体の19.3％）が建替のため閉店しており、同期間内における受注の減少が影響、ま

た、構造改革における先行費用が発生したことから、当第１四半期における売上高は88億９千８百万円（前年同期比

9.2％減）、営業損失は５億２千９百万円（前年同期 営業損失４億５千７百万円）、経常損失は５億２千８百万円

（前年同期 経常損失４億６千６百万円）、親会社株主に帰属する四半期純損失は５億５千３百万円（前年同期 親会

社株主に帰属する四半期純損失５億４千５百万円）となりました。

 

セグメント別の業績は次のとおりであります。

 

当社グループの主力事業である住宅事業につきましては、前述の理由などにより、売上高は69億２千８百万円（前

年同期比 12.7％減）、営業損失は２億３千４百万円（前年同期 営業損失１億７千６百万円）となりました。

リフォーム事業につきましては、売上高は17億７千５百万円（前年同期比 5.5％増）、営業損失は１億３千８百万

円（前年同期 営業損失１億５千万円）となりました。

不動産賃貸事業につきましては、売上高は１億３千６百万円（前年同期比 1.9％減）、営業利益は６千３百万円

（前年同期比 5.3％減）となりました。
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その他の事業につきましては、売上高は６千４百万円（前年同期比 29.3％増）、営業利益は４千４百万円（前年

同期比 51.0％増）となりました。

 

(2）今後の見通し

当社の課題である展示場改革、人員の採用など、前期よりの積極的な先行投資を行った結果、建替及び新規出展し

た全14展示場における好調な受注増、また、新規採用した営業社員約60名の業績貢献、各種施策によるコストダウン

効果、オーナー様からのリフォーム受注など、前第４四半期の受注高前年比108％から当第１四半期の受注高前年比

132％と月を追うに伴い順調に推移しています。また、当第１四半期の３展示場オープンに加え、第２四半期以降に

５展示場（港南台、可児、松戸、新千里、新和泉中央）を新規オープンする予定であり、これら新設の展示場の受

注、売上についても今後、業績へ寄与してまいります。

各施策による受注は、売上計上までに一定の期間が必要であり、今第３四半期からの売上寄与を見込んでいること

から、平成29年４月14日に公表の業績予想に対して計画通り推移しています。

 

(3）財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末における資産総額は、前連結会計年度末に比べて１億８千９百万円減少し、242億１

千２百万円となりました。その主な要因は、分譲物件の仕入等により販売用不動産及び仕掛販売用不動産が合わせて

４億９千５百万円増加したものの、受取手形・完成工事未収入金等が６億４千万円減少したこと等によります。

負債総額は、前連結会計年度末に比べて３億５千９百万円増加し、206億６千万円となりました。その主な要因

は、短期借入金が13億１千４百万円増加したものの、支払手形・工事未払金等が９億３百万円減少したこと等により

ます。

純資産合計は親会社株主に帰属する四半期純損失の計上等により、前連結会計年度末に比べて５億４千９百万円減

少し、35億５千１百万円となり、自己資本比率は14.5％となりました。

 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(5）研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は２千２百万円であります。

　なお、当第１四半期連結累計期間における当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 300,000,000

計 300,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成29年５月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年７月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 204,018,184 204,018,184
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数　

1,000株

計 204,018,184 204,018,184 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

 
年月日

発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成29年３月１日

～

平成29年５月31日

－ 204,018,184 － 9,068 － 1,100

 

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成29年２月28日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

平成29年５月31日現在
 

区分 株式数（株）
議決権の数
（個）

内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 　　　82,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　203,568,000 203,568 －

単元未満株式 普通株式　　　368,184 － －

発行済株式総数 204,018,184 － －

総株主の議決権 － 203,568 －

 

②【自己株式等】

平成29年５月31日現在
 

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社ヤマダ・

エスバイエルホーム

群馬県高崎市栄町１

番１号
82,000 － 82,000 0.04

計 － 82,000 － 82,000 0.04

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成29年３月１日から平

成29年５月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年３月１日から平成29年５月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成29年２月28日)
当第１四半期連結会計期間

(平成29年５月31日)

資産の部   

流動資産   

現金預金 4,349 3,706

受取手形・完成工事未収入金等 3,558 2,918

未成工事支出金 556 872

販売用不動産 3,160 3,172

仕掛販売用不動産 98 581

材料貯蔵品 315 355

その他 422 459

貸倒引当金 △117 △99

流動資産合計 12,344 11,967

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 8,625 8,803

土地 6,580 6,580

その他 2,262 2,212

減価償却累計額 △7,037 △7,018

有形固定資産合計 10,431 10,578

無形固定資産 93 90

投資その他の資産   

その他 2,135 2,178

貸倒引当金 △603 △603

投資その他の資産合計 1,531 1,575

固定資産合計 12,056 12,244

資産合計 24,401 24,212

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 5,750 4,847

短期借入金 － 1,314

未払法人税等 107 34

未成工事受入金 1,735 1,968

賞与引当金 60 91

完成工事補償引当金 197 177

工事損失引当金 14 14

その他 1,922 1,734

流動負債合計 9,788 10,182

固定負債   

関係会社長期借入金 8,000 8,000

退職給付に係る負債 431 437

資産除去債務 203 209

その他 1,878 1,831

固定負債合計 10,512 10,478

負債合計 20,300 20,660
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成29年２月28日)
当第１四半期連結会計期間

(平成29年５月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 9,068 9,068

資本剰余金 1,100 1,100

利益剰余金 △6,329 △6,883

自己株式 △10 △10

株主資本合計 3,829 3,275

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 13 12

土地再評価差額金 225 225

退職給付に係る調整累計額 △13 △8

その他の包括利益累計額合計 226 229

非支配株主持分 44 45

純資産合計 4,100 3,551

負債純資産合計 24,401 24,212
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成28年３月１日
　至　平成28年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成29年３月１日
　至　平成29年５月31日)

売上高 9,800 8,898

売上原価 8,009 6,994

売上総利益 1,791 1,903

販売費及び一般管理費 2,248 2,432

営業損失（△） △457 △529

営業外収益   

受取利息 1 1

受取賃貸料 14 14

受取手数料 0 3

解約金収入 4 0

その他 5 13

営業外収益合計 26 33

営業外費用   

支払利息 27 20

賃貸収入原価 7 7

その他 0 4

営業外費用合計 35 32

経常損失（△） △466 △528

特別利益   

固定資産売却益 0 0

特別利益合計 0 0

特別損失   

本社移転費用 56 －

特別損失合計 56 －

税金等調整前四半期純損失（△） △522 △527

法人税、住民税及び事業税 26 22

法人税等調整額 △4 1

法人税等合計 22 24

四半期純損失（△） △544 △552

非支配株主に帰属する四半期純利益 1 1

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △545 △553
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成28年３月１日
　至　平成28年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成29年３月１日
　至　平成29年５月31日)

四半期純損失（△） △544 △552

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △0 △1

土地再評価差額金 5 －

退職給付に係る調整額 1 4

その他の包括利益合計 6 3

四半期包括利益 △537 △548

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △539 △550

非支配株主に係る四半期包括利益 1 1
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【注記事項】

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を当第１

四半期連結会計期間から適用しております。

 

（大阪府建築厚生年金基金の解散）

　当社及び一部の連結子会社の加入する大阪府建築厚生年金基金は、平成29年３月27日の代議員会において基金解

散認可申請を行うことを決議し、平成29年３月30日に厚生労働大臣への解散申請手続きを行いました。また、平成

29年５月30日付で認可を受け、平成29年５月31日付で解散しました。

　なお、当基金の解散による追加負担額の発生はありません。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

　　　保証債務

前連結会計年度
（平成29年２月28日）

当第１四半期連結会計期間
（平成29年５月31日）

住宅購入者等のための保証債務 1,205百万円 住宅購入者等のための保証債務 1,039百万円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成28年３月１日
至　平成28年５月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成29年３月１日
至　平成29年５月31日）

減価償却費 60百万円 105百万円
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自 平成28年３月１日 至 平成28年５月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：百万円）

 報告セグメント
その他

(注)１
合計

調整額

（注）２

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）３
 住宅事業

リフォー

ム事業

不動産

賃貸事業
計

売上高         

外部顧客への売上高 7,930 1,683 137 9,750 50 9,800 － 9,800

セグメント間の内部

売上高又は振替高
5 － 1 7 － 7 △7 －

計 7,936 1,683 138 9,758 50 9,808 △7 9,800

セグメント利益又は損

失（△）
△176 △150 67 △260 29 △230 △226 △457

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、保険部門及び売電部門を含んで

おります。

　　　２．セグメント利益又は損失の調整額△226百万円は、報告セグメントに配分していない全社費用であり、主に

報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　　　３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　　　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自 平成29年３月１日 至 平成29年５月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：百万円）

 報告セグメント
その他

(注)１
合計

調整額

（注）２

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）３
 住宅事業

リフォー

ム事業

不動産

賃貸事業
計

売上高         

外部顧客への売上高 6,923 1,775 134 8,833 64 8,898 － 8,898

セグメント間の内部

売上高又は振替高
4 － 1 5 － 5 △5 －

計 6,928 1,775 136 8,839 64 8,903 △5 8,898

セグメント利益又は損

失（△）
△234 △138 63 △309 44 △264 △264 △529

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、保険部門及び売電部門を含んで

おります。

　　　２．セグメント利益又は損失の調整額△264百万円は、報告セグメントに配分していない全社費用であり、主に

報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　　　３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　　　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成28年３月１日
至　平成28年５月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成29年３月１日
至　平成29年５月31日）

１株当たり四半期純損失金額 2円68銭 2円72銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純損失金額

（百万円）
545 553

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

損失金額（百万円）
545 553

普通株式の期中平均株式数（千株） 203,937 203,935

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年７月14日

株式会社ヤマダ・エスバイエルホーム

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 小野　純司　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 宮一　行男　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ヤマ
ダ・エスバイエルホームの平成29年３月１日から平成30年２月28日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成
29年３月１日から平成29年５月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年３月１日から平成29年５月31日まで）
に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び
注記について四半期レビューを行った。

 
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 
 
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し
て四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ヤマダ・エスバイエルホーム及び連結子会社の平成29年５月
31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる
事項がすべての重要な点において認められなかった。

 
 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管

しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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